
事業の流れ（廃屋撤去・再生による地方温泉地等のまちづくり支援事業）

類型B
行政により廃屋の撤去等
が既に行われている場合

計
画
策
定
申
請

計画策定の支援
（補助率2/3）

概ね5年以内

行政による廃屋の撤去

第1次採択

＜必要＞
後継事業者
の見込み

協議会による
エリア再生計画の策定

計
画
の
採
択

第2次採択

＜必要＞
後継事業者
の決定

新たな宿泊施設等の再生

竣工

概ね2年以内

相乗効果を生む周辺整備事業
（補助率1/2）

※周辺事業のうち1つのコア事業は補助率2/3

2年以内

エリア再生計画に基づいて随時、補助金交付
ただし、 部分の合計が上限3億円（廃屋の規模による）

（概ね5年以上）

建物の使用停止
（廃屋化）

「エリア再生計画」
策定

竣工

2年以内

１
次
支
援

【策定支援】
補助率2/3

・後継事業者の見通し
があること

・エリア再生計画協議
会の設置 など

２
次
支
援

宿泊施設等の再生
（補助対象外）

【相乗効果を生む周辺事業】
（補助率 2/3（コア周辺事業）又は1/2）

【廃屋の撤去等】
（補助率 2/3）

※補助額の合計（ の合計）の上限６億円

廃屋の規模に応じ、周辺事業への補助合計上限あり。

１年程度

（概ね5年以内）

地方公共団体による
廃屋の撤去等

「エリア再生計画」
策定１

次
支
援

【策定支援】
補助率2/3

２
次
支
援 【相乗効果を生む周辺事業】

（補助率 2/3（コア周辺事業）又は1/2）

宿泊施設等の再生
（補助対象外）

竣工

2年以内

※補助金の合計（  の合計）は廃屋の規模に応じ、

最大３億円＋エリア再生計画策定費。

①廃屋が現存する場合

②地方公共団体により廃屋が撤去されている場合

（エリア再生計画＋廃屋の撤去＋周辺事業への補助）

（エリア再生計画＋周辺事業への補助）

6ヶ月程度

6ヶ月程度

・後継事業者が決定し
ていること

・権利取得の調整済
など

（最大３億円）

・後継事業者の見通し
があること

・エリア再生計画協議
会の設置 など

・後継事業者が決定し
ていること

・権利取得の調整済
など
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